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ユーザー主導の萌芽ー②

出典：経済産業省 産業構造審議会情報経済分科会（平成２０年５月） 資料より



実質ＧＤＰ変動に対する寄与度

（出典）平成20年情報通信白書

実質ＧＤＰ成長の
約４割

をＩＣＴ産業が牽引

（平成）

（％）

ICTを積極的に活用して
経済成長を図ることが有効

ＩＣＴ産業は実質ＧＤＰ変動に対する寄与度が
極めて高く、成長のエンジンとなり得る

ＩＣＴが有する潜在力（経済成長とＩＣＴとの関連性）

50



・一人あたりＧＤＰや国際競争力指数とＩＣＴ競争力指数との間には

高い相関が存在

・日本が進むべき道は、産業の柱としてＩＣＴをさらに強化すること

ＩＣＴの競争力は国の競争力に直結

・最近の世界の成長分野は、資源、金融、ＩＣＴ

・一人当たりＧＤＰ上位２０カ国中、日本のみ２年連続マイナス成長

・資源を有しない日本は、ＩＣＴを成長分野の一つと明確化すべき

世界の成長分野は資源、金融、ＩＣＴ

一人当たりＧＤＰの国際比較(上位２０カ国）

（出典）国際比較統計（国際貿易投資研究所）。
「産業の柱」は経済財政諮問会議・経産省提出資料（2008年1月17日）に加筆。 （出典）総務省作成

一
人
あ
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
２
０
０
６
年
）

順位 国名
一人当たり
ＧＤＰ（ドル）

04-05年
伸び率（％）

05-06年
伸び率（％）

産業の柱

1 ルクセンブルグ 92,049 8.6 12.5
2 ノルウェー 71,999 15.9 10.8 資源
3 カタール 64,193 28.4 20.4 資源
4 アイスランド 54,503 21.7 -0.6 金融・ＩＣＴ
5 スイス 52,014 2.1 3.7 金融・ＩＣＴ
6 アイルランド 51,920 6.9 7.1 ＩＣＴ
7 デンマーク 50,857 6.0 6.5 金融・ＩＣＴ
8 米国 43,570 5.3 5.1 金融・ＩＣＴ
9 スウェーデン 43,291 2.0 6.9 ＩＣＴ
10 オランダ 40,924 3.4 5.6 金融・資源
11 フィンランド 39,790 3.0 6.8 ＩＣＴ
12 英国 39,637 3.0 6.4 金融
13 カナダ 38,948 12.8 11.3金融・資源
14 オーストリア 38,851 3.6 5.6 金融
15 ベルギー 38,136 4.0 5.6 金融
16 オーストラリア 36,813 10.2 4.9 資源
17 クウェート 36,741 36.7 18.3 資源
18 フランス 36,654 3.0 4.6 製造業
19 ドイツ 35,251 1.6 4.4 製造業
20 日本 34,125 -1.3 -4.0 製造業

金融 相関係数 0.85 日本

ＩＣＴ競争力指数（世界経済ﾌｫｰﾗﾑ作成のﾈｯﾄﾜｰｸ準備度指数、2007年）

一人当たりＧＤＰとＩＣＴ競争力指数

相関係数 0.84 日本

国際競争力指数とＩＣＴ競争力指数

ＩＣＴ競争力指数（世界経済ﾌｫｰﾗﾑ作成のﾈｯﾄﾜｰｸ準備度指数、2007年）

国
際
競
争
力
指
数
（
Ｉ
Ｍ
Ｄ
、
２
０
０
８
年
）
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ＩＣＴが有する潜在力（ＩＣＴと成長力との強いつながり）
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◇ 日本は総合評価で２３カ国・地域中 第１位。韓国が第２位に続き、日本を急追。

各
指
標
の
偏
差
値
平
均

国・地域名 （出典）総務省：日本のＩＣＴインフラに関する国際比較評価レポートの公表（平成２０年３月） 52

ＩＣＴ国際比較①（ＩＣＴ基盤は世界最高水準）



ブロードバンド通信速度（２００６年４月）

ＤＳＬの下り速度
（単位Mbps）

※ケーブルインターネットも含む

（出典）ITU Internet Report 2006 

ブロードバンド料金
2002年度末 2006年4月

1位 日本
2位 韓国
3位 ベルギー
4位 香港
5位 台湾
6位 ニュージーランド
7位 シンガポール

1位 日本
2位 韓国
3位 オランダ
4位 スウェーデン
5位 シンガポール
6位 イタリア
7位 台湾

※ 各国のDSL及びケーブルインターネットの提供速度及び提供料金を基に、
100kbps当たりの料金に換算し比較。

（出典）
2002年：国連の専門機関であるITUの調査
2006年： ITU Internet Report 2006

8.1

12.3

12.3

20.5

24.0

24.0

30.7

51.2

51.2

0 10 20 30 40 50 60

英国

イタリア

台湾

オランダ

フィンランド

シンガポール

韓国

日本

スウェーデン

順位 主な国 ＢＱＳ※

1 日本 ＢＱＳ９８

2 スウェーデン ＢＱＳ５５

3 オランダ ＢＱＳ４９

4 ラトビア ＢＱＳ４５

5 韓国 ＢＱＳ４６

12 フランス ＢＱＳ３９

16 米国 ＢＱＳ３６

24 英国 ＢＱＳ３２

出典：英国オックスフォード大学Said Business School、スペインOviedo大学調べ（2008年9月公表）
※ＢＱＳ：Broadband Quality Scoreの略。 ダウンロード速度、アップロード速度、遅延時間の３つの総合指標 53

ＩＣＴ国際比較②（ブロードバンドは世界最高水準）



パソコンＯＳの市場シェア
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

コンテンツネットワーク流通基盤技術

コンテンツ作成技術

高精細映像技術

ホームネットワーク

実在型ネットワークロボット

量子暗号技術・通信技術

次世代高次ルーティング技術

光スイッチ／ルーター技術

FTTH

次世代携帯電話

携帯端末技術

日本 北米 欧州 アジア その他 わからない

○ 今後、国際競争力を強化するに当たっては、日本の強みと弱みの再認識が必要。

○ 携帯端末技術、ＦＴＴＨ（光ファイバ網）、情報家電等については、我が国の技

術・製品に強み。

○ 国際競争力のある機器・技術と我が国の高度なネットワークを組み合わせた、

一体的なシステム（ソリューション）の提供による国際競争力の発揮を目指す。

（ＩＴＳ（高度道路交通システム）、電子タグシステム等）

（出典）平成18年版「情報通信白書」等（出典）「ユビキタス社会の動向に関する調査」

情報通信技術の優位性についての専門家評価 日本企業のシェア
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強み
強み

弱み強み

ＩＣＴ国際比較③（我が国ＩＣＴ技術の強み・弱み）
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インターネット広告費の伸び

レセプト（診療報酬請求）のオンライン化率校内ＬＡＮ整備率

62.5 

94 

100 

0 20 40 60 80 100 

日本

米国

韓国

○日本：2008年3月時点
（出典）文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」
○米国：2005年秋時点
（出典）U.S. Department of Education: Internet Access in U.S.

Public Schools and Classrooms: 1994–2005

○韓国：2005年12月時点
（出典）KEDI: Brief Statistics On Korean Education 2005

（％）

E-government Readiness Index
（電子政府準備度指数）

（出典）国連「UN Global E-government Readiness Report」

「UN E-Government Survey 2008 」

2002年 2008年

1位 米国
2位 オーストラリア
3位 ニュージーランド

・
6位 英国

・
15位 韓国

・
26位 日本

1位 スウェーデン
2位 デンマーク
3位 ノルウェー
4位 米国
5位 オランダ
6位 韓国

・
11位 日本

【他調査順位】

・2004年１１位→2007年 １０位（アクセンチュア）

・2004年７位 →2007年 ４位（早稲田大学）

就業者人口に占めるテレワーカー比率（億円）

（出典）日本：電通総研「日本の広告費」

米国：IAB Internet Advertising Revenue Report 

735
845 1,183 1,814 2,808

3,630

7,847

6,611
7,994

10,589

13,796

18,567

0
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8000

12000

16000

20000

2001 2002 2003 2004 2005 2006

日本

米国

（5.9%）

（3.1%）

（6%）

（1.2%）

※（ ）内は各国総広告費用に占めるインターネット広告費用の割合

コンテンツ産業規模

国名 ｺﾝﾃﾝﾂ規模 ＧＤＰ ｺﾝﾃﾝﾂ/GDP

日本 1,029億ﾄﾞﾙ 4.4兆ﾄﾞﾙ 2.4％

ｱﾒﾘｶ 4,651億ﾄﾞﾙ 13.2兆ﾄﾞﾙ 3.5％

世界 1.21兆ﾄﾞﾙ 45.6兆ﾄﾞﾙ 2.7％

（出典）
コンテンツ規模：’Global Entertainment and 

Media Outlook:2007-2011’（2006年データ）
GDP：世界銀行2006年データ

（１ドル＝１１０円換算）

米国
オランダ
フィンランド
スウェーデン
英国
ドイツ
日本

３２．２%
２６．４%
２１．８%
１８．７%
１７．３%
１６．６%
１０．４%

日本 韓国

保険医療機関
2,475機関

(約1.5％)
44,090機関

（約88％)

調剤薬局
2,078機関

(約4.0％)
19,666機関

（約100％)

合計
4,553機関

(約2.1％）

63,756機関

(約91％）

（出典）

○日本：厚生労働省資料より総務省作成（平成２０年７月末現
在）

○韓国：総務省「医療分野における情報化促進のための国内
外の実態調査-レセプトオンライン化に関する韓国実態調査-」報
告書（平成１８年３月）

（出典）国土交通省：平成17年度テレワーク実態調査（平成18年6月）

アメリカテレワーク協会：2005年調査

欧州委員会SIBISプロジェクト：2003年調査

ＩＣＴ国際比較④（ＩＣＴ利活用の遅れ）
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▽ 世界市場に占める日本市場のウェイト ▽ 主要な国内外ベンダーの自国・自地域売上比率

（出典）平成19年情報通信白書

59.3%

46.4% 47.8%

19.5%

40.7%

53.6% 52.2%

80.5%

0%
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20%
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40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

日本 米国 欧州 韓国

自国・自地域売上 自国・自地域以外売上

○ 世界市場に占める日本市場のウェイトは各ＩＣＴ分野とも年々低下。

○ にもかかわらず日本企業の国内売上比率は高い。一方、韓国企業は低い

0%

20%

40%

60%

80%

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

デスクトップPC ノートPC 携帯電話

PDP-TV LCD-TV
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ＩＣＴ産業の現状①（国内市場への依存度が高い）

（出典）平成19年情報通信白書



注1）日本企業の内訳：
・携帯電話：ＮＥＣ，富士通、日立製作所、東芝、松下電器、シャープ、三洋電器、三菱電機の携帯電話部門売上高の合算
・パソコン：ＮＥＣ、富士通、日立製作所、東芝、松下電器、ソニー、シャープの関連部門の売上高の合算
・コンピューター・ソリューション：ＮＥＣ、富士通、日立製作所、東芝、三菱電機の関連部門の売上高の合算

注２）
・携帯電話：2004年の決算に基づいて売上高を試算したもの
・パソコン：2005年、又は2005年度の数値を基に作成
・コンピューター・ソリューション：日本企業は2004年度、ＩＢＭは2004年の数値を基に作成、ＩＢＭはシステムテクノロジーサービスとグローバルサービス、ソフトウエアの売上合計額
（2005年）

＜携帯電話＞ ＜パソコン＞ ＜ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ＞
（パソコン以外）

商品別売上高比較

（兆円）
（兆円）

（兆円）

日本の主要メーカーの売上高合計 ＜ 海外主要メーカー１社の売上高
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ＩＣＴ産業の現状②（規模で見劣りする日本の主要メーカー）



○日本は、 1997年から2005年の間、ほとんどの製品で世界シェア、輸出額ともに低下しており、企

業競争力と生産拠点としての立地競争力のいずれもが低下している。

○米国は、立地競争力は低下しているが、企業競争力は維持。

〈日本〉 〈米国〉

主要情報通信機器における世界シェアと輸出額の変化

※輸出額シェアは、世界主要国の輸出額全体に占める各国輸出額の割合

（出典）平成19年情報通信白書
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ＩＣＴ産業の現状③（縮小均衡に陥りつつある）



〈中国〉 〈韓国〉
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世
界
市
場
シ

ェ

ア

輸出額シェア 輸出額シェア

※輸出額シェアは、世界主要国の輸出額全体に占める各国輸出額の割合

○中国は、国際分業体制の構築による海外ベンダーの生産拠点の集積を背景として、立地競争力

が急速に増大。

○韓国は、いくつかの製品において企業競争力が増大する傾向が見られる。

主要情報通信機器における世界シェアと輸出額の変化
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ＩＣＴ産業の現状③（縮小均衡に陥りつつある（続き））

（出典）平成19年情報通信白書



・世界市場には多数の日本ベンダーが参入しているがシェアは合計でも１割程度と低い。
・世界シェアトップはGSM市場での高シェアを有するNOKIA社が３割超。

全体市場メーカーシェア（2005年）

国内市場シェア

（「携帯電話の国際戦略に関する勉強会」資料及び「携帯電話の国際戦略に関する調査検討報告書」(平成18年9月三菱総合研究所)資料より抜粋）

（2005年度上期）
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ＩＣＴ産業の現状④（携帯電話端末（最終製品）における日本企業のシェア低迷）



携帯端末の部材メーカの世界市場におけるシェア

～“２００６次世代携帯電話とキーデバイス市場の将来展望(富士キメラ総研）”より三菱総合研究所作成～

表示・出力系（出荷金額：2,192,900百万円） センサ・入力系（出荷金額：19,690百万円）

バッテリ系（出荷金額：270,100百万円） 基材系（出荷金額：384,650百万円）

・携帯電話端末の部材（部品）に目を向けると、日本企業がシェアを確保する市場が多い。
・特に、バッテリ系で７割を超える他、表示・出力系、センサ系でも半数近くのシェアを握
る。
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ＩＣＴ産業の現状⑤（携帯電話端末（部品）における日本企業のシェア確保）



順位 社名 国
時価総額
（億円）

売上高
（億円）

前期比
伸び率（％）

営業利益
（億円）

前期比
伸び率（％）

１ マイクロソフト 米国 366,217 5,090 19.6 2,021 13.6

２ ＡＴ＆Ｔ 米国 319,757 7,336 51.9 1,197 69.7

３ シスコシステムズ 米国 208,401 3,283 23.5 817 2.4

４ ＩＢＭ 米国 195,822 10,636 6.0 1,467 13.8

５ インテル 米国 169,055 4,116 ▲3.7 722 ▲46.4

６ ヒューレット・パッカード（ＨＰ） 米国 150,553 10,680 14.3 789 47.6

７ ベライゾン・コミュニケーションズ 米国 148,038 10,254 24.0 1,654 3.2

８ グーグル 米国 146,971 1,234 82.5 418 78.2

９ ノキア フィンランド 137,658 6,007 28.4 783 25.6

10 テレフォニカ スペイン 135,771 7,728 49.1 1,512 23.5

11 アップル 米国 128,907 2,224 50.2 285 61.1

12 オラクル 米国 124,316 2,121 28.9 723 27.4

13 サムスン電子 韓国 108,755 10,406 19.9 1,097 34.6

14 コムキャスト 米国 107,802 2,904 18.5 537 32.2

15 タイムワーナー 米国 100,395 5,145 7.0 916 10.5

16 ドイツテレコム ドイツ 99,545 8,962 9.9 762 ▲41.4

17 キャノン 日本 96,278 4,157 10.7 707 21.3

18 フランステレコム フランス 88,700 7,553 12.6 1,510 1.5

19 ケアルコム 米国 88,527 875 43.7 315 23.2

20 ディズニー 米国 87,026 3,984 16.3 637 44.5

21 ニューズ・コープ 米国 84,771 2,911 14.1 457 18.3

22 デル 米国 82,155 6,213 17.1 532 16.0

23 ＳＡＰ 米国 80,488 1,374 17.9 375 17.6

24 エリクソン スウェーデン 78,510 2,808 25.5 428 ▲5.6

25 ＮＴＴ 日本 75,590 10,761 0.2 1,107 ▲7.0

注）時価総額は2007年6月末、売上高、営業利益は06年度、為替レートは決算終了日のレートを使用 62

ＩＣＴ産業の現状⑥（時価総額ランキング（上位３０社）（2007年6月末時点））
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ＩＣＴ産業の現状⑦（米国企業に席巻される検索サービス）
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米国

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ

日本

韓国

順
位

順位
国・地域名

２００５ ２００６ ２００７

３ １ １ デンマーク

８ ２ ２ スウェーデン

９ ５ ３ スイス

１ ７ ４ 米国

２ ３ ５ シンガポール

５ ４ ６ フィンランド

１２ ６ ７ オランダ

４ ８ ８ アイスランド

１４ １９ ９ 韓国

１３ １０ １０ ノルウェー

１１ １２ １１ 香港

１０ ９ １２ 英国

６ １１ １３ カナダ

１５ １５ １４ オーストラリア

１８ １７ １５ オーストリア

１７ １６ １６ ドイツ

７ １３ １７ 台湾

１９ １８ １８ イスラエル

１６ １４ １９ 日本

２３ ２０ ２０ エストニア

（直近３年間の上位２０カ国・地域）

（出典）世界経済フォーラム（ＷＥＦ） “Global Information Technology Report”

日本のＩＣＴ国際競争力は近年低下を続け、２００７年は１９位

主要国のICTランキングの推移（２００１－２００７年）
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ＩＣＴ産業の現状⑧（国際競争力の低迷）



③ ﾒﾃﾞｨｱ・ｿﾌﾄの市場規模（2006年）

テキスト系・音声系ソフトが縮小傾向。

映像系ソフトの市場は、2003年（4.9兆円）までの3年間、年平均
約1千億円ずつ拡大。

一次流通市場が縮小。

マルチユース市場は、2003年（2.1兆円）までの3年間、年平均
約2千億円ずつ拡大。

（億円）

① 市場全体の推移（ソフト形態別）

② 市場全体の推移（１次流通とﾏﾙﾁﾕｰｽ）

（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態」（２００８）
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コンテンツ市場の市場規模



コンテンツ産業

インターネット流通

２００３年 ２００４年 ２００５年

１３．２兆円 １３．５兆円

３０４０億円 ４１８９億円

2.3%
3.1%

3.5%

出所：財団法人デジタルコンテンツ協会（DCAJ）「デジタルコンテンツ白書２００８」（２００８年８月）より総務省作成

携帯電話流通

インターネット流通

2003年 2004年 2005年

（注）□コンテンツ市場の合計は、書籍販売、雑誌収入、新聞社総売上、パッケージソフト売上、インターネット配信売上等を合計した
「図書・新聞、画像・テキスト」、映像ソフト売上、映画興行収入、テレビ放送・関連サービス収入等を合計した「映像」、
ラジオ放送の「音楽・音声」、「ゲーム」から成る。

コンテンツ市場全体に占める比率

携帯電話流通 ２８５８億円 ３３９７億円

２００６年

１３．８兆円

６１０６億円

４２５７億円

２００７年

１３．８兆円

５９６５億円

４７８２億円

2006年 2007年

4.4% 4.3%

2.2% 2.5%
3.1%

１３．８兆円

６９７６億円

５８８７億円

4.3%

5.0%

66

モバイルコンテンツ市場の拡大



広告市場のメディア別市場規模

（出典） 電通総研「情報メディア白書」（２００７年１月）、電通発表資料を基に作成

※２００５年より、広告費の推定範囲が改訂されている。（「インターネット広告費」に「広告制作費」の追加 等）

※２００５年より、「インターネット広告費」から「検索連動広告費」を分離して表示している。なお、「検索連動広告費」はモバイルにおける検索連動広告分を含む。
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広告市場規模の推移
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